
決 議 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大は、外出の自粛や事業の休業等により、 国民生活

や雇用環境に多大な影響を及ぼし、地域経済は危機的状況に追い込まれ、国民の疲弊や

不安が続いている。 

医療現場では病床の逼迫、相次ぐクラスター発生、発熱患者対応の業務負荷、風評被

害や差別、厚労省の誤った情報に基づく受診抑制による患者減少など、医療従事者の疲

労困憊はピークに達し、医療機関の経営は深刻な状況におかれている。 

今回の新型コロナウイルス感染症の爆発的な拡大は、長年にわたる政府の医療費抑制

策により既に疲弊を起こしていた日本の医療提供体制の脆弱性を露呈した。政府はこの

反省に立ち、医療・社会保障の拡充する方向に根本的に政策転換すべきである。 

私たちは国民や医療従事者が安心できる医療保険制度、社会保障制度を再構築する立

場から、会員の経営を守る決意を表明するとともに、政府並びに国、地方自治体に下記

の事項の実現を強く求めるものである。 

  

一、国、政府は国民の健康と生活の維持、経済回復のためにも新型コロナウイルス感染症

の収束を最優先課題として取り組むこと。 

一、医療機関及び医療従事者に対して感染症拡大に伴う減収補填と、医療提供体制の維

持、強化のための追加支援を行うこと 

一、全ての世代の患者の窓口負担割合を軽減すること。今国会に法案が提出された後期

高齢者の２割負担制度は導入しないこと  

一、紹介状なしの病院受診への定額負担拡大、市販類似薬の保険外し、受診時定額負担

などの患者負担増計画はやめること 

一、消費税は当面、税率を 5％に引き下げ、将来的に廃止すること。社会保障財源は応

能負担の原則に基づき保険料や税の累進性を強化して確保すること 。 

一、初・再診料等の基本診療料を大幅に引き上げること。 

以上 決議する  
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